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地方独立行政法人化！ 

もっとよりそう都立病院へ 

7/27 ツイッターデモ＃１ 

8/3  オンライン集会＃１  

止めよう！都立・公社病院の独法化 

特別報告 

「公共サービス削減の行きつく果て  

      第4波の大阪で起こったこと」 

     大阪府職小松委員長 

8/17 ツイッターデモ＃２ 

8/24 オンライン集会＃２ 

 感染者が急増しています。無観

客とはいえ五輪を強行すれば感染

者は必ず増えます。都は約400床の

重症病床を確保したと公表してい

ますが、都内の重症者は500を超え

ると試算されています。今すぐ五

輪は中止して、コロナ対策に専念

するべきです。 

 「移行準備ニュース」は、「地方独立行

政法人は、東京都が100％出資して設立す

る法人です。行政医療の提供をはじめとし

た都立病院の役割は法人化しても変わりま

せん。」と説明します。本当でしょうか？

地方独立行政法人は、都が「自ら主体と

なって直接実施する必要のないもの（第2

条）」を行うと定められています。コロナ

医療は、東京都が「自ら主体となって直接

実施する必要のないもの」でしょうか？ 

 不採算な行政的医療を確実に実施するた

めに、現在約400億円の補助金が都立病院会計に繰り入れられています。小池都知事は、この400

億円を削減しませんねと都議会で追及されて答弁から逃げました。削減するつもりがないなら、

そう答えればいいだけの話です。補助金が削減されても役割が変わらないなら、今までよりも安

上がりな医療を追求しなくてはいけなくなります。ですから人件費削減のための7月昇給なので

す。また補助金が削減されながら同じ医療を行えば病院は赤字になります。先行して独法化され

た神奈川県立病院では、09年に132億円あった繰り入れが、17年には99億円まで削減されました。

その結果、18年度には25億円の経常損失、繰越欠損金が94億円となり、赤字が積みあがっている

のです。(続く） 

 9月都議会に向けた行動予定・オンライン集会と独法化反対   ツイッターデモ 

戸外での運動は危険な時に、オリンピックとか

やって大丈夫？ 

熱中症で命が危ないよ。 
毛
皮
が
暑
い 

都がしなくてもいい仕事をするのが地方独立行政法人？ 

9月議会に条例を出させない運動を広げよう！ 


